
為替週間展望＝ドル円は１０９～１１０円台で上値の重い動きか

　　　　　　　　　　［７月２２日から７月３０日までの展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    7 月 19 日～ 7 月 21 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  110.04   110.10(19)    109.07(19)    109.81   -0.02

ユーロ・ドル  1.1803   1.1824(19)    1.1756(20)    1.1762   -0.0005

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    27,548.00     -455.08     日本10年債利回り   0.013   -0.012

ダウ平均株価    34,511.99     -421.24     米10年債利回り     1.222   -0.124

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

※４連休に入るため、変則的な送信となります。

＜来週の主要経済統計等＞

２２日　欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金利

　　　　ラガルドＥＣＢ総裁記者会見

　　　　米新規失業保険申請件数

　　　　ユーロ圏７月消費者信頼感

　　　　米６月中古住宅販売件数、米６月景気先行指数

２３日　英６月小売売上高

　　　　独７月製造業ＰＭＩ速報値、独７月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　ユーロ圏７月製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏７月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　英７月製造業ＰＭＩ速報値、英７月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　カナダ５月小売売上高

　　　　米７月製造業ＰＭＩ速報値、米７月サービス業ＰＭＩ速報値

２６日　ＮＺ６月貿易収支

　　　　独７月ｉｆｏ景況感指数

　　　　米６月新築住宅販売件数

２７日　米６月耐久財受注速報値

　　　　米５月住宅価格指数、米５月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米７月消費者信頼感指数

２８日　豪第２四半期消費者物価指数

　　　　日本５月景気動向指数改定値

　　　　カナダ６月消費者物価指数

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ、２７～２８日）政策金利

　　　　パウエルＦＲＢ議長記者会見

２９日　独７月雇用統計

　　　　独７月消費者物価指数速報値

　　　　米新規失業保険申請件数

　　　　米第２四半期第２四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　米６月中古住宅販売成約指数

３０日　日本６月雇用統計、日本６月有効求人倍率

　　　　日本６月鉱工業生産指数速報値、日本６月小売業販売額

　　　　豪第２四半期生産者物価指数

　　　　スイス７月ＫＯＦ先行指数

　　　　独第２四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　ユーロ圏７月消費者物価指数速報値、ユーロ圏６月雇用統計

　　　　ユーロ圏第２四半期域内総生産（ＧＤＰ）速報値
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　　　　カナダ６月鉱工業製品価格

　　　　米６月個人所得・個人支出、米第２四半期雇用コスト指数

　　　　米７月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米７月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は経済指標や要人発言などにより、１１０円を挟んで上下に

振幅している。国内では新型コロナウイルスの感染再拡大が続いており、株安、円買い

に傾きやすいとみられ、ドル円の上値は重そう。こうした中、ドル円は１１０円を挟ん

で一進一退の動きが継続するとした。

　　　　

【米１０年債利回りは低下傾向】

　世界的に新型コロナウイルスの感染再拡大が警戒されている。変異種（デルタ株）の

拡大傾向が続いており、米国をはじめとして各国の株安につながっている。１９日のＮ

Ｙ市場ではＮＹダウは７２５ドル安と急落した。また、ＮＹ原油が５．３９ドル安と急

落したことも市場心理を悪化させた。

　　

　こうした中、１９日に米１０年債利回りは１．２０％を割り込み、１．１９５％前後

まで低下を見せた。通貨はリスク回避のドル買いと円買いに傾いている。ドル円は１０

９～１１０円台でのもみ合いながら、１１０円台ではやや上値を抑えられやすくなって

いる。なお、２０日のＮＹ市場では米国株は急反発して、米１０年債利回りは１．２２

５％前後まで上昇した。

　　

　新型コロナウイルスの感染再拡大は株式や金融市場には圧迫要因となりそうだ。デル

タ株（変異種）は感染力が強く、感染拡大ペースは速いとみられる。ただ、ワクチンの

普及もあり、死者数の増加ペースは緩やかなようだ。デルタ株の感染拡大は警戒される

ものの、経済に壊滅的な打撃を与えるようなものではなく、ワクチン接種の拡大によ

り、経済活動は徐々に正常化へ向かうとみられる。

　　

　今後に関しては２８日（日本時間２９日午前３時）に発表される米連邦公開市場委員

会（ＦＯＭＣ）の結果やその後のパウエル議長の記者会見が注目される。これまでは米

経済指標、特に米消費者物価指数の上振れなどを背景に量的緩和の縮小（テーパリン

グ）の前倒し観測などが強まった。ただ、１４日の議会証言で米連邦準備制度理事会

（ＦＲＢ）のパウエル議長はインフレ率の上昇はあくまでも一時的なものであるとの従

来の見解を踏襲した。

　　

　パウエル議長のハト派的な発言に加えて、新型コロナウイルスの感染再拡大の影響も

あって、早期のテーパリング期待が後退しつつある。今後の米経済指標の動向によって

は、米国経済の堅調さが意識されて、早期のテーパリング期待が再び盛り上がる可能性

も出てきそうだ。ＦＯＭＣ以外では、２３日に米７月製造業ＰＭＩ速報値、米７月サー

ビス業ＰＭＩ速報値、２７日に米６月耐久財受注速報値、２９日に米第２四半期第２四

半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値が注目される。

　　

　ドル円はこうした経済指標や要人発言などに左右されつつも、明確な方向性が出にく

い状況が続きそうだ。新型コロナウイルスの感染再拡大により、リスク回避のドル買い

円買いの動きとなれば、ドル円は大きく動きにくくなろう。国内では新型コロナウイル

スの感染再拡大が続いており、株安、円買いに傾きやすい状況は継続するとみられる。

こうした中、ドル円は１０９～１１０円台を中心に上値の重い動きが続くとみられる。

ドル円の目先の予想レンジは、１０９．００～１１１．００円。

　　

　上記以外の今後の日米の経済指標やイベントとしては、２２日に米新規失業保険申請

件数、米６月中古住宅販売件数、米６月景気先行指数、２６日に米６月新築住宅販売件

数、２７日に米５月住宅価格指数、米５月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米７月消

費者信頼感指数、２８日に日本５月景気動向指数改定値、２９日に米新規失業保険申請

件数、米６月中古住宅販売成約指数、３０日に日本６月雇用統計、日本６月有効求人倍

率、日本６月鉱工業生産指数速報値、日本６月小売業販売額、米６月個人所得・個人支

出、米第２四半期雇用コスト指数、米７月シカゴ購買部協会景気指数、米７月ミシガン

大学消費者信頼感指数確報値などがある。

　　



【ユーロドルは軟調な推移を継続か】

　欧州中央銀行（ＥＣＢ）は１年半にわたって戦略見直しを検討した結果を８日に発表

した。それによるとインフレ率目標を「２％に近いが、それを下回る水準」としていた

ものを、「２％」に変更するとしている。変動を許容して一時的なオーバーシュートを

認める形とした。欧州中央銀行（ＥＣＢ）は今回の戦略点検の結果を踏まえて、２２日

のＥＣＢ理事会でフォワードガイダンス（将来の金融政策指針）を変更する意向を示し

ている。

　　

　米１０年債利回りが低下傾向を示しているが、独１０年債利回りも低下している。新

型コロナウイルスの感染再拡大の影響で米国株が下落して、リスク回避のドル買いの動

きに傾きやすくなっており、ユーロドルの上値は重い。ユーロドルは戻しても売られや

すく、軟調な推移が継続するとみられる。ユーロドルの目先の予想レンジは１．１６０

０～１．１９００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２２日に欧州中央銀行（ＥＣＢ）政策金

利、ラガルドＥＣＢ総裁記者会見、ユーロ圏７月消費者信頼感、２３日に英６月小売売

上高、独７月製造業ＰＭＩ速報値、独７月非製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏７月製造業

ＰＭＩ速報値、ユーロ圏７月非製造業ＰＭＩ速報値、英７月製造業ＰＭＩ速報値、英７

月非製造業ＰＭＩ速報値、カナダ５月小売売上高、２６日にＮＺ６月貿易収支、独７月

ＩＦＯ景況感指数、２８日に豪第２四半期消費者物価指数、カナダ６月消費者物価指

数、２９日に独７月雇用統計、独７月消費者物価指数速報値、３０日に豪第２四半期生

産者物価指数、スイス７月ＫＯＦ先行指数、独第２四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報

値、ユーロ圏７月消費者物価指数速報値、ユーロ圏６月雇用統計、ユーロ圏第２四半期

域内総生産（ＧＤＰ）速報値、カナダ６月鉱工業製品価格などがある。
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